
株式会社セブン－イレブン・ジャパンに対する排除措置命令について 
 

平成２１年６月２２日 
公 正 取 引 委 員 会 

 
公正取引委員会は，株式会社セブン－イレブン・ジャパン（以下「セブン－イレブ
ン・ジャパン」という。）に対し，独占禁止法の規定に基づいて審査を行ってきたと
ころ，次のとおり，同法第１９条（不公正な取引方法第１４項〔優越的地位の濫用〕
第４号に該当）の規定に違反する行為を行っているとして，本日，同法第２０条第
１項の規定に基づき，排除措置命令を行った（別添排除措置命令書参照）。 
 
１ 違反行為者 

名   称 株式会社セブン－イレブン・ジャパン 

所 在 地 東京都千代田区二番町８番地８ 

代 表 者 代表取締役 井阪 隆一 

事業の概要 コンビニエンスストアに係るフランチャイズ事業（注１） 

 
（注１） 自社のフランチャイズ・チェーンに加盟する事業者に対し，特定の商標等を使用する権利を与えるとと

もに，当該事業者によるコンビニエンスストアの経営について，統一的な方法で統制，指導及び援助を行
い，これらの対価として当該事業者から金銭を収受する事業（自らコンビニエンスストアを経営する事業
を併せて営む場合における当該事業を含む。）をいう。 

 
２ 違反行為の概要 
セブン－イレブン・ジャパンの取引上の地位は加盟者（注２）に対して優越している
ところ，セブン－イレブン・ジャパンは，加盟店（注３）で廃棄された商品の原価相当
額の全額が加盟者の負担となる仕組み（注４）の下で，推奨商品（注５）のうちデイリー商
品（注６）に係る見切り販売（注７）（以下「見切り販売」という。）を行おうとし，又は
行っている加盟者に対し，見切り販売の取りやめを余儀なくさせ，もって，加盟者
が自らの合理的な経営判断に基づいて廃棄に係るデイリー商品の原価相当額の負担
を軽減する機会を失わせている。 
 

（注２） セブン－イレブン・ジャパンのフランチャイズ・チェーンに加盟する事業者をいう。 
（注３） 加盟者が経営するコンビニエンスストアをいう。 
（注４） 加盟店で廃棄された商品の原価相当額については，セブン－イレブン・ジャパンと加盟者との間で締結

されている加盟店基本契約に基づき，その全額を加盟者が負担することとされているところ，セブン－イ
レブン・ジャパンは，コンビニエンスストアに係るフランチャイズ事業における対価として加盟者から収
受しているロイヤルティの額について，加盟店基本契約に基づき，加盟店で販売された商品の売上額から
当該商品の原価相当額を差し引いた額に一定の率を乗じて算定することとし，当該ロイヤルティの額が加
盟店で廃棄された商品の原価相当額の多寡に左右されない方式を採用している。 

（注５） セブン－イレブン・ジャパンが加盟店で販売することを推奨する商品をいう。 
（注６） 品質が劣化しやすい食品及び飲料であって，原則として毎日店舗に納品されるものをいう。 

 
 
 
 

問い合わせ先 公正取引委員会事務総局審査局第二審査 
電話 ０３－３５８１－３３８４（直通） 

ホームページ http://www.jftc.go.jp 



 

（注７） セブン－イレブン・ジャパンが独自の基準により定める販売期限（注８）が迫っている商品について，そ
れまでの販売価格から値引きした価格で消費者に販売する行為をいう。 

（注８） セブン－イレブン・ジャパンは，推奨商品のうちデイリー商品について，メーカー等が定める消費期限
又は賞味期限より前に，当該販売期限を定めているところ，加盟店基本契約等により，加盟者は，当該販
売期限を経過したデイリー商品についてはすべて廃棄することとされている。 

 
３ 排除措置命令の概要 
(1) セブン－イレブン・ジャパンは，前記２の行為を取りやめなければならない。 
(2) セブン－イレブン・ジャパンは，前記２の行為を取りやめる旨及び今後，当該
行為と同様の行為を行わない旨を，取締役会において決議しなければならない。 

(3) セブン－イレブン・ジャパンは，前記(1)及び(2)に基づいて採った措置を加盟
者に周知し，かつ，自社の従業員に周知徹底しなければならない。 

(4) セブン－イレブン・ジャパンは，今後，前記２の行為と同様の行為を行っては
ならない。 

(5) セブン－イレブン・ジャパンは，今後，次の事項を行うために必要な措置を講
じなければならない。 
ア 加盟者との取引に関する独占禁止法の遵守についての行動指針の改定 
イ 加盟者が行う見切り販売の方法等についての加盟者向け及び従業員向けの資
料の作成 
ウ 加盟者との取引に関する独占禁止法の遵守についての，役員及び従業員に対
する定期的な研修並びに法務担当者による定期的な監査 



１ 最近の優越的地位の濫用事件 
件   名 
措置年月日 

内  容 

平成21年（措）第7号 
㈱島忠に対する件 
平成21年6月19日 

 納入業者に対し 
① 店舗の閉店又は改装に際し，当該店舗の商品のうち，当該店舗及び他
の店舗において販売しないこととした商品を返品している。 
② 家具商品部で取り扱う商品のうち，定番商品から外れたこと又は店舗
を閉店するに当たり当該店舗において売れ残ることが見込まれることを
理由として割引販売を行うこととした商品について，当該割引販売に伴
う自社の利益の減少に対処するために必要な額を当該商品の納入価格か
ら値引きをさせている。 
③ 店舗の開店，改装又は閉店に際し，その従業員等を，納入業者の商品
以外の商品を含む商品の搬入等の作業及び当該店舗における商品の陳列
等の作業を行わせるために派遣させている。 

平成21年（措）第3号 
㈱大和に対する件 
平成21年3月5日 

 納入業者に対し 
① 「全従業員訪問販売」等と称する販売企画を実施するに際し，当該販
売企画の販売対象となる商品を購入させていた。 
② 絵画の展示会で販売する絵画を購入させた。 
③ 「全従業員訪問販売」等と称する販売企画を実施するに際し，大和に
派遣されている納入業者従業員に，当該大和に派遣されている納入業者
従業員を派遣する納入業者が大和に納入する商品以外の商品の販売業務
を行わせていた。 
④ 大規模なセールを実施するに際し，大和に派遣されている納入業者従
業員に，当該セールを告知するダイレクトメールを配布する作業を行わ
せていた。 

平成20年（措）第16号 
㈱ヤマダ電機 
に対する件 

平成20年6月30日 

 納入業者に対し 
① 店舗の新規オープン及び改装オープンに際し，当該納入業者の納入に
係る商品であるか否かを問わず当該店舗における商品の陳列，商品の補
充，接客等の作業を行わせるために，その従業員等を派遣させている。 

② 当該納入業者から購入した商品のうち，店舗における展示のために使
用したもの及び顧客から返品されたものを「展示処分品」と称して販売
するために必要な設定の初期化等の作業のために，その従業員等を派遣
させていた。 

平成20年（措）第15号 
㈱エコスに対する件 
平成20年6月23日 

 納入業者に対し 
① 店舗の開店及び閉店に際し，閉店に際して割引販売をすることとした
商品及び開店に際して最初に陳列する商品について，当該割引販売前の
販売価格に１００分の５０を乗じる等の方法により算出した額をその納
入価格から値引きをさせていた。 
② 店舗の開店及び閉店に際し，その従業員等を自社の業務のための商品
の陳列，補充等の作業を行わせるために派遣させていた。 
③ 店舗の開店に際し，事前に算出根拠，目的等について明確に説明する
ことなく，「即引き」と称して，開店に当たって納入させる特定の商品に
ついて，その納入価格を通常の納入価格より低い価格とすることにより，
通常の納入価格との差額に相当する経済上の利益を提供させていた。 
④ 店舗の開店に際し，事前に算出根拠，目的等について明確に説明する
ことなく，「協賛金」と称して，金銭の負担をさせていた。 

参 考 



件   名 
措置年月日 

内  容 

平成20年（措）第11号 
㈱マルキョウに対する件 
平成20年5月23日 

 納入業者に対し 
① メーカー等が定めた賞味期限等とは別に，独自の販売期限を定め，当
該販売期限を経過した商品について，当該販売期限を経過したことを理
由として返品している。 
② 商品回転率が低いこと等を理由として，商品の返品又は割引販売を行
うこととし，返品することとした商品について当該商品を返品し，又は
割引販売を行うこととした商品について当該商品の納入価格から値引き
をさせていた。 
③ 「大判」と称するセール等に際し，その従業員等を自社の業務のため
の商品の陳列，補充等の作業を行わせるために派遣させていた。 

 

 

２ 参照条文 
 
○ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（抄） 

（昭和二十二年四月十四日法律第五十四号） 
〔不公正な取引方法の禁止〕 
第十九条 事業者は，不公正な取引方法を用いてはならない。 
 
〔排除措置〕 
第二十条 前条の規定に違反する行為があるときは，公正取引委員会は，第八章第二節〔手続〕
に規定する手続に従い，当該行為の差止め，契約条項の削除その他当該行為を排除するために
必要な措置を命ずることができる。  
② （略） 
 
 
○ 不公正な取引方法（抄）（昭和五十七年六月十八日公正取引委員会告示第十五号） 
（優越的地位の濫用） 
14 自己の取引上の地位が相手方に優越していることを利用して，正常な商慣習に照らして不当
に，次の各号のいずれかに掲げる行為をすること。 
一 継続して取引する相手方に対し，当該取引に係る商品又は役務以外の商品又は役務を購入
させること。 
二 継続して取引する相手方に対し，自己のために金銭，役務その他の経済上の利益を提供さ
せること。 

三 相手方に不利益となるように取引条件を設定し，又は変更すること。 
四 前三号に該当する行為のほか，取引の条件又は実施について相手方に不利益を与えること。 
五 （略） 
 
 
３ フランチャイズ・システムに関する独占禁止法上の考え方について（抄） 

（平成十四年四月二十四日公正取引委員会） 
３ フランチャイズ契約締結後の本部と加盟者との取引について 

（略） 
(1) 優越的地位の濫用について 



 加盟者に対して取引上優越した地位（注３）にある本部が，加盟者に対して，フランチャ
イズ・システムによる営業を的確に実施する限度を超えて，正常な商慣習に照らして不当に
加盟者に不利益となるように取引条件を設定し，又は取引の条件若しくは実施について加盟
者に不利益を与えていると認められることがあり，そのような場合には，フランチャイズ契
約又は本部の行為が一般指定の第一四項（優越的地位の濫用）に該当する。 
（注３） フランチャイズ･システムにおける本部と加盟者との取引において，本部が取引上

優越した地位にある場合とは，加盟者にとって本部との取引の継続が困難になるこ
とが事業経営上大きな支障を来すため，本部の要請が自己にとって著しく不利益な
ものであっても，これを受け入れざるを得ないような場合であり，その判断に当たっ
ては，加盟者の本部に対する取引依存度（本部による経営指導等への依存度，商品
及び原材料等の本部又は本部推奨先からの仕入割合等），本部の市場における地位，
加盟者の取引先の変更可能性（初期投資の額，中途解約権の有無及びその内容，違
約金の有無及びその金額，契約期間等），本部及び加盟者間の事業規模の格差等を
総合的に考慮する。 

ア フランチャイズ･システムにおける本部と加盟者との取引において，個別の契約条項や本
部の行為が，一般指定の第一四項（優越的地位の濫用）に該当するか否かは，個別具体的
なフランチャイズ契約ごとに判断されるが，取引上優越した地位にある本部が加盟者に対
して，フランチャイズ・システムによる営業を的確に実施するために必要な限度を超えて，
例えば，次のような行為等により，正常な商慣習に照らして不当に不利益を与える場合に
は，本部の取引方法が一般指定の第一四項（優越的地位の濫用）に該当する。 
（略） 
（見切り販売の制限） 
○ 廃棄ロス原価を含む売上総利益がロイヤルティの算定の基準となる場合において，本部
が加盟者に対して，正当な理由がないのに，品質が急速に低下する商品等の見切り販売を
制限し，売れ残りとして廃棄することを余儀なくさせること（注４）。 
（注４） コンビニエンスストアのフランチャイズ契約においては，売上総利益をロイヤ

ルティの算定の基準としていることが多く，その大半は，廃棄ロス原価を売上原
価に算入せず，その結果，廃棄ロス原価が売上総利益に含まれる方式を採用して
いる。この方式の下では，加盟者が商品を廃棄する場合には，加盟者は，廃棄ロ
ス原価を負担するほか，廃棄ロス原価を含む売上総利益に基づくロイヤルティも
負担することとなり，廃棄ロス原価が売上原価に算入され，売上総利益に含まれ
ない方式に比べて，不利益が大きくなりやすい。 

（略） 
イ （略） 
(2)・(3) （略） 
 



 

１ 

平成２１年（措）第８号 

排 除 措 置 命 令 書 

 

東京都千代田区二番町８番地８ 

株式会社セブン－イレブン・ジャパン 

同代表者 代表取締役 井 阪 隆 一 

 

公正取引委員会は，上記の者に対し，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関す

る法律（以下「独占禁止法」という。）第２０条第１項の規定に基づき，次のとお

り命令する。 

 

主    文 

１ 株式会社セブン－イレブン・ジャパンは，見切り販売（株

式会社セブン－イレブン・ジャパンが加盟者（株式会社セ

ブン－イレブン・ジャパンのフランチャイズ・チェーンに

加盟する事業者をいう。以下主文において同じ。）の経営

するコンビニエンスストアで販売することを推奨する商品

のうちデイリー商品（品質が劣化しやすい食品及び飲料で

あって，原則として毎日店舗に納品されるものをいう。以

下主文において同じ。）に係る別紙１記載の行為をいう。

以下主文において同じ。）を行おうとし，又は行っている

加盟者に対し，見切り販売の取りやめを余儀なくさせ，も

って，加盟者が自らの合理的な経営判断に基づいて廃棄に

係るデイリー商品の原価相当額の負担を軽減する機会を失

わせている行為を取りやめなければならない。 

２ 株式会社セブン－イレブン・ジャパンは，前項の行為を

取りやめる旨及び今後，前項の行為と同様の行為を行わな

い旨を，取締役会において決議しなければならない。 

３ 株式会社セブン－イレブン・ジャパンは，前２項に基づ

いて採った措置を加盟者に周知し，かつ，自社の従業員に

周知徹底しなければならない。これらの周知及び周知徹底

の方法については，あらかじめ，公正取引委員会の承認を

別 添 



 

２ 

受けなければならない。 

４ 株式会社セブン－イレブン・ジャパンは，今後，第１項

の行為と同様の行為を行ってはならない。 

５ 株式会社セブン－イレブン・ジャパンは，今後，次の事

項を行うために必要な措置を講じなければならない。これ

らの措置の内容については，第１項の行為と同様の行為を

行うことのないようにするために十分なものでなければな

らず，かつ，あらかじめ，公正取引委員会の承認を受けな

ければならない。 

(1) 加盟者との取引に関する独占禁止法の遵守についての

行動指針の改定 

(2) 加盟者が行う見切り販売の方法等についての加盟者向

け及び従業員向けの資料の作成 

(3) 加盟者との取引に関する独占禁止法の遵守についての，

役員及び従業員に対する定期的な研修並びに法務担当者

による定期的な監査 

６ (1)  株式会社セブン－イレブン・ジャパンは，第１項から

第３項まで及び前項に基づいて採った措置を速やかに

公正取引委員会に報告しなければならない。 

(2) 株式会社セブン－イレブン・ジャパンは，前項の(3)

に基づいて講じた措置の実施内容を，今後３年間，毎年，

公正取引委員会に報告しなければならない。 

 

理    由 

第１ 事実 

１ (1)    株式会社セブン－イレブン・ジャパン（以下「セブン－イレブン・ジャパ

ン」という。）は，肩書地に本店を置き，我が国において，「セブン－イレ

ブン」という統一的な商標等の下に，別紙２記載の事業（以下「コンビニエ

ンスストアに係るフランチャイズ事業」という。）を営む者である。 

(2) ア  セブン－イレブン・ジャパンが自ら経営するコンビニエンスストア（以

下「直営店」という。）及びセブン－イレブン・ジャパンのフランチャイ

ズ・チェーンに加盟する事業者（以下「加盟者」という。）が経営するコ



 

３ 

ンビニエンスストア（以下「加盟店」という。）は，一部の地域を除く全

国に所在している。平成２０年２月２９日現在における店舗数は，直営店

が約８００店，加盟店が約１万１２００店の合計約１万２０００店であり，

平成１９年３月１日から平成２０年２月２９日までの１年間における売上

額は，直営店が約１５００億円，加盟店が約２兆４２００億円の合計約２

兆５７００億円であるところ，セブン－イレブン・ジャパンは，店舗数及

び売上額のいずれについても，我が国においてコンビニエンスストアに係

るフランチャイズ事業を営む者の中で最大手の事業者である。これに対し，

加盟者は，ほとんどすべてが中小の小売業者である。 

イ (ア) セブン－イレブン・ジャパンは，加盟者との間で，加盟者が使用する

ことができる商標等に関する統制，加盟店の経営に関する指導及び援助

の内容等について規定する加盟店基本契約と称する契約（当該契約に附

随する契約を含む。以下「加盟店基本契約」という。）を締結している。

加盟店基本契約の形態には，加盟者が自ら用意した店舗で経営を行うＡ

タイプと称するもの（以下「Ａタイプ」という。）及びセブン－イレブン・

ジャパンが用意した店舗で加盟者が経営を行うＣタイプと称するもの

（以下「Ｃタイプ」という。）がある。 

(イ) 加盟店基本契約においては，契約期間は１５年間とされ，当該契約期

間の満了までに，加盟者とセブン－イレブン・ジャパンの間で，契約期

間の延長又は契約の更新について合意することができなければ，加盟店

基本契約は終了することとされている。加盟店基本契約においては，加

盟店基本契約の形態がＡタイプの加盟者にあっては，加盟店基本契約の

終了後少なくとも１年間は，コンビニエンスストアに係るフランチャイ

ズ事業を営むセブン－イレブン・ジャパン以外の事業者のフランチャイ

ズ・チェーンに加盟することができず，加盟店基本契約の形態がＣタイ

プの加盟者にあっては，加盟店基本契約の終了後直ちに，店舗をセブン－

イレブン・ジャパンに返還することとされている。 

ウ セブン－イレブン・ジャパンは，加盟店基本契約に基づき，加盟店で販

売することを推奨する商品（以下「推奨商品」という。）及びその仕入先

を加盟者に提示している。加盟者が当該仕入先から推奨商品を仕入れる場

合はセブン－イレブン・ジャパンのシステムを用いて発注，仕入れ，代金

決済等の手続を簡便に行うことができるなどの理由により，加盟店で販売
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される商品のほとんどすべては推奨商品となっている。 

エ セブン－イレブン・ジャパンは，加盟店が所在する地区にオペレーショ

ン・フィールド・カウンセラーと称する経営相談員（以下「ＯＦＣ」とい

う。）を配置し，加盟店基本契約に基づき，ＯＦＣを通じて，加盟者に対

し，加盟店の経営に関する指導，援助等を行っているところ，加盟者は，

それらの内容に従って経営を行っている。 

オ 前記アからエまでの事情等により，加盟者にとっては，セブン－イレブ

ン・ジャパンとの取引を継続することができなくなれば事業経営上大きな

支障を来すこととなり，このため，加盟者は，セブン－イレブン・ジャパ

ンからの要請に従わざるを得ない立場にある。したがって，セブン－イレ

ブン・ジャパンの取引上の地位は，加盟者に対し優越している。 

(3) ア  加盟店基本契約においては，加盟者は，加盟店で販売する商品の販売価

格を自らの判断で決定することとされ，商品の販売価格を決定したとき及

び決定した販売価格を変更しようとするときは，セブン－イレブン・ジャ

パンに対し，その旨を通知することとされている。 

イ セブン－イレブン・ジャパンは，加盟店基本契約に基づき，推奨商品に

ついての標準的な販売価格（以下「推奨価格」という。）を定めてこれを

加盟者に提示しているところ，ほとんどすべての加盟者は，推奨価格を加

盟店で販売する商品の販売価格としている。 

ウ セブン－イレブン・ジャパンは，推奨商品のうちデイリー商品（品質が

劣化しやすい食品及び飲料であって，原則として毎日店舗に納品されるも

のをいう。以下同じ。）について，メーカー等が定める消費期限又は賞味

期限より前に，独自の基準により販売期限を定めているところ，加盟店基

本契約等により，加盟者は，当該販売期限を経過したデイリー商品につい

てはすべて廃棄することとされている。 

エ 加盟店で廃棄された商品の原価相当額については，加盟店基本契約に基

づき，その全額を加盟者が負担することとされているところ，セブン－イ

レブン・ジャパンは，セブン－イレブン・ジャパンがコンビニエンススト

アに係るフランチャイズ事業における対価として加盟者から収受している

セブン－イレブン・チャージと称するロイヤルティ（以下「ロイヤルティ」

という。）の額について，加盟店基本契約に基づき，加盟店で販売された

商品の売上額から当該商品の原価相当額を差し引いた額（以下「売上総利
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益」という。）に一定の率を乗じて算定することとし，ロイヤルティの額

が加盟店で廃棄された商品の原価相当額の多寡に左右されない方式を採用

している。 

オ 加盟者が得る実質的な利益は，売上総利益からロイヤルティの額及び加

盟店で廃棄された商品の原価相当額を含む営業費を差し引いたものとなっ

ているところ，平成１９年３月１日から平成２０年２月２９日までの１年

間に，加盟店のうち無作為に抽出した約１，１００店において廃棄された

商品の原価相当額の平均は約５３０万円となっている。 

２ (1)  セブン－イレブン・ジャパンは，かねてから，デイリー商品は推奨価格で

販売されるべきとの考え方について，ＯＦＣを始めとする従業員に対し周知

徹底を図ってきているところ，前記１(3)エのとおり，加盟店で廃棄された商

品の原価相当額の全額が加盟者の負担となる仕組みの下で 

ア ＯＦＣは，加盟者がデイリー商品に係る別紙１記載の行為（以下「見切

り販売」という。）を行おうとしていることを知ったときは，当該加盟者

に対し，見切り販売を行わないようにさせる 

イ ＯＦＣは，加盟者が見切り販売を行ったことを知ったときは，当該加盟

者に対し，見切り販売を再び行わないようにさせる 

ウ 加盟者が前記ア又はイにもかかわらず見切り販売を取りやめないときは，

ＯＦＣの上司に当たるディストリクト・マネジャーと称する従業員らは，

当該加盟者に対し，加盟店基本契約の解除等の不利益な取扱いをする旨を

示唆するなどして，見切り販売を行わないよう又は再び行わないようにさ

せる 

など，見切り販売を行おうとし，又は行っている加盟者に対し，見切り販売

の取りやめを余儀なくさせている。 

(2) 前記(1)の行為によって，セブン－イレブン・ジャパンは，加盟者が自らの

合理的な経営判断に基づいて廃棄に係るデイリー商品の原価相当額の負担を

軽減する機会を失わせている。 

第２ 法令の適用 

前記事実によれば，セブン－イレブン・ジャパンは，自己の取引上の地位が

加盟者に優越していることを利用して，正常な商慣習に照らして不当に，取引

の実施について加盟者に不利益を与えているものであり，これは，不公正な取

引方法（昭和５７年公正取引委員会告示第１５号）の第１４項第４号に該当し，
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独占禁止法第１９条の規定に違反するものである。 

よって，セブン－イレブン・ジャパンに対し，独占禁止法第２０条第１項の

規定に基づき，主文のとおり命令する。 

平成２１年６月２２日 

 

公 正 取 引 委 員 会 

 

委員長 竹  島  一  彦 

 

委 員 濱  崎  恭  生 

 

委 員 後  藤     晃 

 

委 員 神  垣  清  水 

 

委 員 濵  田  道  代 
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別紙１ 

 

 株式会社セブン－イレブン・ジャパンが独自の基準により定める販売期限が迫っ

ている商品について，それまでの販売価格から値引きした価格で消費者に販売する

行為 



 

８ 

別紙２ 

 

自社のフランチャイズ・チェーンに加盟する事業者に対し，特定の商標等を使用

する権利を与えるとともに，当該事業者によるコンビニエンスストアの経営につい

て，統一的な方法で統制，指導及び援助を行い，これらの対価として当該事業者か

ら金銭を収受する事業（自らコンビニエンスストアを経営する事業を併せて営む場

合における当該事業を含む。） 

 


